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１ 環境保全型農業直接支払交付金（本体） 2,550百万円

２ 環境保全型農業直接支払交付金（推進） 91百万円 ２ 環境保全型農業直接支払交付金（推進） 118百万円

１ 環境保全型農業直接支払交付金（本体） 2,686百万円
【対象者】 農業者の組織する団体、一定の条件を満たす農業者等

〇「農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律」に基づく制度

※Ｒ９年度目標に新たな環境直接支払交付金を創設予定

※１）主作物が水稲の場合、
長期中干しや秋耕等のメタン
排出削減対策をセットで実施

〇「農業の有する多面的機能の発揮の促進に関する法律」に基づく制度

【対象者】 現行のまま

【対象の取組内容】
国際水準の有機農業を実

施する移行期の取組

【対象の取組内容】
国際水準の有機農業
を実施していること

【取組拡大加算】
有機農業に新たに取り組む農業者の受入れ・定着に向けて、栽培技術の指導等の活動を
実施する農業者団体に対し、活動によって増加した新規取組面積に応じて支援
（交付単価：4,000円/10a）

※２）品目により交付単価が
異なる

【取組拡大加算】
現行のまま

[支援対象取組・交付単価]

円/10a対象活動

全
国
共
通
取
組

12,000そば等雑穀、飼料作物以外有
機
農
業

2,000取組拡大加算

3,000そば等雑穀等

4,400堆肥の施用

6,000カバークロップ

800長期中干し

800秋耕

新設

新設

新設

4,000～8,000冬期湛水管理
地域特
認取組

3,000～4,000夏期の水田内ビオトープの設置

4,000IPM＋畦畔除草＋秋耕

[支援対象取組・交付単価]

円/10a対象活動

全
国
共
通
取
組

14,000そば等雑穀、飼料作物以外有
機
農
業

2,000取組拡大加算

3,000そば等雑穀等

3,600堆肥の施用※１）

-

-多面的機能支払交付金へ移行

-

5,000緑肥の施用※１）

2,000～4,000総合防除※１）※２）

5,000炭の投入

-多面的機能支払交付金へ移行
地域特
認取組

-多面的機能支払交付金へ移行

-全国共通取組みへ移行

多
面
的
機
能
交
付
金

R６予算（現行制度）

【加算措置】

【事業実施主体】 農業者等で構成される組織

【対象農用地】 農振農用地及び多面的機能の発揮の観点から都道府県知事が定める農用地

R７概算決定（次期対策）
１ 多面的機能支払交付金（本体） 47,050百万円
農地維持支払 単価 3,000円/10a（田）
資源向上支払（共同） 単価 2,400円/10a（田）

資源向上支払（長寿命化） 単価 4,400円/10a（田）

２ 多面的機能支払推進交付金（推進） 1,539百万円

【事業実施主体】 農業者等で構成される組織

【対象農用地】 農振農用地及び多面的機能の発揮の観点から都道府県知事が定める農用地

●田んぼダム加算 （400円/10a（田））

【加算措置】

●組織の体制強化への支援
広域活動組織の設立と活動支援班※の設置を併せて行うこと（交付単価 40万円/組織）

●田んぼダム加算 （現行のまま）

【加算措置】

●増進加算 （加算単価現行のまま）
多面的機能の増進を図る活動の取組数を新たに１つ

以上増加させる場合等
・遊休農地の有効活用
・鳥獣被害防止対策及び環境改善活動の強化
・ 広 域 活 動 組 織 に お け る 活 動 支 援 班 ※ の 設 置
及び活動の実施

・水管理を通じた環境負荷低減活動の強化 など

●環境負荷低減の取組みへの支援
（みどり加算）

化学肥料と化学合成農薬を原則５割
以上低減する取組と併せて環境負荷
軽減に取り組む面積が増加する場合

交付単価（円/10a）項目（抜粋）

800長期中干し

4,000冬期湛水

●増進加算 （400円/10a（田））
多面的機能の増進を図る活動の取組数を新たに１つ

以上増加させる場合等
・遊休農地の有効活用
・鳥獣被害防止対策及び環境改善活動の強化 など

２ 多面的機能支払推進交付金（推進） 1,585百万円

※ 広域活動組織内の集落をまたいで共同活動を支援することを目的として設置される班

【加算措置】

１ 多面的機能支払交付金（本体） 48,463百万円
農地維持支払 単価現行のまま
資源向上支払（共同） 単価現行のまま
資源向上支払（長寿命化） 単価現行のまま（減額単価条件変更）

参考資料２

直営
施工

広域活動組織の

規模を満たさず

なし 5/6単価

あり フル単価

広域活動組織の規模

を満たす

フル単価

フル単価

○環境クロスコンプライアンス（みどりチェック）を要件化 認定申請時に環境負荷低減チェックシート提出。

化学肥料低減は要件としない。

直営施工

なし 5/6単価

あり フル単価

多面的機能支払交付金と環境保全型農業直接支払交付金 の次期対策制度改正の比較表


